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研究要旨 
学際的痛みセンターは慢性の痛み診療・教育の基盤となるシステムとして極めて重要で、臨床・
教育・研究・Public Relations（P/R）の4つの重要な機能を持っている。しかし、日本では
P/Rの捉え方が他の先進諸外国と異なり、特に医療分野ではP/Rへの取り組みが大きく遅れて
いる。P/Rの実践の一方法として、横浜市立大学附属市民総合医療センターにおいて地域連携
についての研究・調査を実施した。その結果、積極的に地域連携に取り組むことにより、慢性
痛の一次予防・二次予防を活性化し、さらに慢性痛診療の質の向上につながる可能性が示唆さ
れた。 

 
Ａ．研究目的 
慢性の痛み診療・教育の基盤として、学際
的痛みセンターの設立が極めて重要となる。
しかし、本邦では、学際的痛みセンターの機
能のうちの臨床面（複数の医療専門職種がチ
ーム医療によって重症の慢性痛を診療する）
だけが注目される傾向にある。しかし、本来
の学際的痛みセンターの機能は、臨床・教育・
研究・Public Relations（P/R）の4つの重要
な機能を持っている。ここでP/Rとは、その
本来の意味である「組織とそのパブリックの
間に、双方の利益をめざして、双方向のコミ
ュニケーション（two-way communication)を
維持するすべての活動。前述の日本で一般的
に意味される組織→public のコミュニケー
ションフローと並行し、public→組織のフロ
ーを確保し、パブリックとのコミュニケーシ
ョンを通じて、組織の意見や行動“も”修正/
順応することを含む」として考える。 
平成28年度の「学際的痛みセンターにおけ
るPublic Relationsの重要性に関する予備的
研究」で適切なP/Rを実施することによって、
慢性の痛み診療・教育の分野でも大きな社会
的影響をおよぼせる可能性があることが明ら
かになった。 
平成29年4月より、研究分担者（北原）が、
東京慈恵会医科大学附属病院（東京都港区）
から横浜市立大学附属市民総合医療センター
（横浜市南区）に異動したことにともない、 

 
P/R の実践の一方法として、横浜市を中心と
した地域の中での様々な医療機関・医療職種
の連携手段とその効果について予備的研究を
行うこととした。 
 
Ｂ．研究方法 
平成29年度は、横浜市立大学附属市民総合
医療センターに異動した初年度であり、横浜
市立大学附属市民総合医療センターに生物心
理社会モデルに基づいた学際的痛み治療がで
きるシステムを確立する。その上で、横浜市/
神奈川県地域における痛み診療の現状につい
て、アンケートや聞き取りなどによる調査を
行う。さらに、様々な手段を用いて計画的に
できるだけ多方面から、横浜市立大学附属市
民総合医療センターペインクリニックとの地
域連携について、情報を発信する。具体的に
は： 
 横浜市/神奈川県地域の地区医師会の定
例研究会/勉強会などで、慢性痛診療の
基礎について情報共有を行うとともに、
アンケートなどで開業医における慢性
痛診療の状況についての情報をえる。 

 厚生労働省 平成29年度慢性疼痛診療体
制構築モデル事業に基づき、認定NPO法
人いたみ医学研究情報センターと共催
して、横浜市/神奈川地区の医療者を中
心とした、地域医療者研修会を開催する
とともに、アンケートなどで慢性痛診療
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についての情報をえる。 
 横浜市立大学附属市民総合医療センタ
ー地域連携室と協力して、横浜市立大学
附属市民総合医療センター周辺の地域
ケアプラザや訪問看護ステーションな
どに勤務しているケアマネージャー、保
健師などを対象とした情報交換/交流会
を開催し、アンケートなどで地域ケアに
おける慢性痛への対処の状況などにつ
いての情報をえる。 

 横浜市立大学附属市民総合医療センタ
ー地域連携室/看護部などと協力して、
慢性痛についての心理社会的要因の重
要性について横浜市/神奈川県地域に情
報を発信するとともに、アンケートなど
で慢性痛診療についての情報をえる。 
（倫理面への配慮） 
公益社団法人日本パブリックリレーション
ズ協会の「新・倫理綱領」に準じた活動を行
うように最大限の注意を払った。 
 
Ｃ．研究結果 
 横浜市立大学附属市民総合医療センタ
ーにおける学際的痛み治療環境の整備
については、平成 29 年 4 月 1 日時点で
は、麻酔科出身の常勤専属医師4名と専
属看護師（非常勤）2名だった。その後、
非常勤専属精神科医1名、非常勤専属臨
床心理師 2名、非常勤専属作業療法士 1
名、非常勤コーディネーター1 名が参加
し、さらにリハビリテーション科/部・
ソーシャルワーカーとの定期的カンフ
ァランスを開催するようになり、平成29
年 10 月には、学際的痛み治療環境を実
現できた。 

 横浜市/神奈川県地域の地区医師会の定
例研究会/勉強会は平成29年度中に計10
回開催し、のべ200人以上の地域の医師
（開業医/病院勤務医）が参加した。ア
ンケートの結果では、内容について、ア
ンケート回答者の9割以上が5段階評価
中 4（良かった）・5（非常に良かった）
とした。 

 地域医療者研修会は平成30年2月18日

に横浜で開催され、一般参加者は 50 名
だった。アンケートによる評価は極めて
好評であった。アンケート結果を含む詳
細は、厚生労働省 平成29年度慢性疼痛
診療体制構築モデル事業報告書を参照
のこと。 

 平成30年3月23日に横浜市立大学附属
市民総合医療センター地域連携室と協
力して、横浜市立大学附属市民総合医療
センター周辺の地域ケアプラザや訪問
看護ステーションなどに勤務している
ケアマネージャー、保健師などを対象と
した情報交換/交流会を開催した。52 名
が参加し、アンケートによる評価は極め
て好評であった。 
 
Ｄ．考察 
分担研究者（北原）の前任地である東京慈
恵会医科大学は、東京都港区に位置しており、
夜間人口（約20万人。昼間人口は約90万人）
が圧倒的に少ないだけでなく、夜間人口にお
ける 65 歳以上の比率は約 18％と、高齢化率
が小さい。すなわち、港区は立地条件（住居
費が極めて高く、場所によってはワンルーム
マンションで家賃が額80万円以上）から、地
域コミュニティーが維持しにくくなっており、
地域連携を行うことが困難である。一方、横
浜市は昼間人口約 340 万人、夜間人口約 370
万人であり、65歳以上の比率は約24％であり、
ほぼ日本の標準的な地域といえ、地域コミュ
ニティーの活動も盛んである。 
慢性痛の多くはその成り立ちに日常生活習
慣が大きく関わっている。すなわち、慢性痛
診療においては、予防が極めて有効に働く可
能性が高い。 
予防には、疾病の発生を未然に防ぐ一次予
防、重症化すると治療が困難または大きなコ
ストのかかる疾患を早期に発見・処置する二
次予防、重症化した疾患から社会復帰するた
めの三次予防があるが、P/R の一実践方法と
しての地域連携を適切に行うことにより、一
次予防、二次予防を促進することができる。
このような対策を行えば、わが国で慢性痛に
よって失われていると推計される、年間数兆
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円以上の経済損失を提言させることができう
る。 
今後の課題として以下のことがあげられる。 

 横浜市立大学附属市民総合医療センタ
ーペインクリニックでは、現在臨床心理
師は週2日、作業療法士は週1日のみ在
籍している。これらを、両職種とも最低
週3日ずつ程度にして、学際的痛み治療
のさらなる充実をはかりたい。 

 平成 29 年度に地域医師会レベルで行っ
た研究会/勉強会は、いくつかの製薬会
社との共催であった。極力バイアスを排
したつもりではあるが、やはりCOIの面
からは資金面での独立性を担保したい。 

 3月23日に横浜市立大学附属市民総合医
療センター地域連携室と協力して尾行
ったケアマネージャー、保健師などを対
象とした情報交換/交流会は極めて好評
だった。パイロットケースとして横浜市
立大学附属市民総合医療センター周辺
を対象としたが、横浜市域全体に拡充し
ていきたい。 
 
Ｅ．結論 
慢性の痛み診療・教育の基盤である学際的
痛みセンターの重要な機能である Public 
Relations の実践の一方法として地域連携に
ついての予備的研究を行った。地域連携を適
切に実施することによって、慢性痛の一次予
防・二次予防に寄与し、慢性の痛み診療で大
きな社会的影響をおよぼせる可能性が明らか
となった。 
 
Ｆ．健康危険情報 
総括研究報告書にまとめて記載。 
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3.その他 
なし 
 


